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平成１９年度土地・水資源局関係予算の概要

１．土 地 の 有 効 利 用 に 向 け た 土 地 政 策 の 推 進

都市再生や不動産証券化の進展等に伴い、大都市の都心部を中心に地価の持ち直し
の動きが見られ始めている一方で、少子高齢化の進展、産業構造の変化等に伴い低・
未利用地が発生している。

こうした土地をめぐる社会経済状況の変化を踏まえ、以下のとおり土地市場の条件
整備とともに、居住環境の向上、コミュニティ再生、新事業の創出等の新たなニーズ
に柔軟に対応した既存開発地の土地利用の転換に向けた土地政策を推進する。

（１）土地市場の条件整備
１）総合的な土地政策の推進 ２８７百万円

のため、宅地ストックの円滑な循環・再生・管理の実現、土地政策の再構築
地方都市における不動産証券化市場の活性化などの観点で必要な取組みについ
て検討を進める。

２）不動産鑑定評価の充実 ４，４８０百万円
を的確に実施するとともに、高度利用地の地価動向を把握するため地価公示

を行う。また、高度な評価等への主要都市における高度利用地の地価分析調査
需要増を踏まえ、 を新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究
行う。

３）土地に関する情報の整備・提供 ７５７百万円
取引価格等の土地土地市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、

を行う。に関する情報の調査・提供

（２）土地の適正な利用の推進
１）国土利用計画法の的確な運用 ２２５百万円

土地利用の動向に関する調査国土利用計画法の的確な運用を図るとともに、
等を行う。研究

２）低・未利用地等の有効活用 ２５３百万円
の方策や、低・未利用地を含地域コミュニティ等による適切なエリアマネジメント

めた土地利用の実態把握・提供手法、低・未利用地の有効活用に資する土地利
用転換手法の検討等を進める。

３）宅地の量的供給施策からの転換 ５７，６４１百万円
住宅市街地基盤整都市郊外への拡大を助長するような宅地開発から転換し、

、 。備事業等により 住環境の改善や街なか居住などに資する宅地政策を推進する
また、オールドタウン化の問題を抱える計画開発住宅市街地などの既成の住宅市

住宅市街地総合整備事業における重点整備地区の要街地の再生を促進するため、
する。件を緩和

１７，７５６百万円（３）国土調査の推進
地籍土地取引や公共事業の円滑化等土地の有効利用の基盤を整備するため、

する。また、都市部において、境界確認資料の蓄積が乏し調査を積極的に推進
いなどにより境界確認が困難な地域のうち、密集市街地、中心市街地など国と

地籍整備の前提となる街区外周のして重点的対応を要する地域を対象として、
を行う。調査



２．安全・安心な水資源確保を図る総合的水資源政策の推進

近年我が国においては、地球温暖化に伴う気候変動等による降水量の減少傾向やこ
れまでの急速な都市域の拡大等により、平常時の河川流量の減少や水質汚濁、異常渇
水による用水の供給制限といった事態が発生しており、持続可能な発展のためには、
安全・安心な水資源確保が重要な課題となっている。

利水安全度の情報提供、渇水に対する備えの充実、既存ストックの有効このため、
とともに、防災・減災に資するべく、非常時における地下活用等多面的な検討を行う

水、雑用水等の利用の検討や、水利用の安定性の確保に向けた検討を行う。
さらに、21世紀最大の国際問題の一つとされる世界的な水資源問題の解決に向けた

国際的な取組みに積極的に参画する。

４７，３８５百万円（１）安定的な水利用の確保に向けた施策の推進
水利用の安定性の確保、施設の計画的な維持・改築等の諸課題を踏まえて策

定する を着実に推進する。水資源開発基本計画
また、 の効果的・効率的な推進を図る。独立行政法人水資源機構事業

１８５百万円（２）水資源政策の新たな対応
安全・安心な水資源の確保１）

安全・安心な水資源確保を図るため、気候変動が水資源に与える影響、利水
多面安全度の情報提供、渇水に対する備えの充実、既存ストックの有効活用等

を行うとともに、地震災害時における 等安全・安心な地下的な検討 地下水利用
水の保全・利用のあり方を検討する。
世界的な水資源問題への対応２）

世界的な水資源問題へ対応し、国際的な解決に向けた取組みに積極的な支援
を行うとともに、国際的な視点を踏まえた我が国の政策のあり方を検討する。

７３百万円（３）健全な水循環系の構築に向けた施策の推進
「流域に健全な水循環系構築に向けモデル流域毎に施策の評価手法を検討し、

策定に向けた取組み等を行う。おける水循環健全化計画（仮称 」）

９５百万円（４）水源地域の保全・活性化の推進
流域連携や上下流一体となった潤いと活力のある水源地域の実現を目指し、

に資するNPO法人等の多様な活動主体を支援するなど、水源地水源地域の活性化
域の保全・活性化を推進する。



平成１９年度土地・水資源局関係予算総括表
（国費）

（単位：百万円）

区 分 19 年 度 前 年 度 比較増△減 倍 率

（ ）（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） Ａ／Ｂ

5,524 5,496 28 1.01１．土地市場の条件整備

58,118 61,609 △3,491 0.94２．土地の適正な利用の推進

17,756 24,803 △7,048 0.72３．国土調査の推進

４．その他 145 140 5 1.04

小 計 81,542 92,048 △10,506 0.89

うち行政経費 23,901 31,002 △7,101 0.77

うち公共事業関係費等 57,641 61,046 △3,405 0.94

47,385 48,987 △1,602 0.97５．安定的な水利用の確保に向けた施策の推進

185 187 △2 0.99６．水資源政策の新たな対応

73 77 △4 0.95７．健全な水循環系の構築に向けた施策の推進

95 100 △5 0.95８．水源地域の保全・活性化の推進

小 計 47,738 49,352 △1,614 0.97

うち行政経費 278 286 △8 0.97

うち公共事業関係費等 47,460 49,066 △1,606 0.97

129,280 141,400 △12,120 0.91合 計

（注１）四捨五入の関係で、合計、比較増△減等は必ずしも一致しない。

（注２ 「２．土地の適正な利用の推進」には、公共事業関係費等（ 住宅市街地基盤整備事業」等）） 「

57,641百万円（前年度61,046百万円）を含む。

（注３ 「５．安定的な水利用の確保に向けた施策の推進」及び「８．水源地域の保全・活性化の推）

進」には、公共事業関係費等（ 治水」等）47,460百万円（前年度49,066百万円）を含む。「



平成１９年度土地・水資源局関係財政投融資計画等総括表

（単位：百万円）

資金内訳 財政投融資 自己資金等との合計

区 分 19年度 前年度 倍率 19年度 前年度 倍率

独立行政法人 22,300 15,000 1.49 255,817 264,858 0.97

水資源機構



１.土地の有効利用に向けた土地政策の推進

（１）土地市場の条件整備

１）総合的な土地政策の推進

①地方都市における不動産証券化市場活性化モデル事業の創設

（経済成長戦略推進施策）

不動産証券化の社会実験等を通じて、地方都市における証券化のノウハウ

蓄積と人材育成を図り、地方不動産証券化市場の裾野の拡大を実現するこ

とにより、地域経済の活性化を促進するとともに、新たな雇用機会を創出

し、再チャレンジ社会の実現を推進する。

○地方都市における不動産証券化市場活性化モデル事業

125百万円（新規)

※総合政策局と連携

②土地市場の変化を踏まえた土地政策の実現

土地政策の再構築のため、社会構造など土地を巡る状況の変化を踏まえ、

土地関連情報に関する総合的な調査、宅地ストックの円滑な循環・再生・管

理を実現するための方策、土地市場の変化を踏まえた不動産関連税制のあり

方等について検討を進める。

○土地市場の変化を踏まえた土地政策実現のための経費

122百万円（前年度 246百万円)



２）不動産鑑定評価の充実

①地 価 公 示

全国２９，１００地点において地価公示を的確に実施する。

○地価公示 4,247百万円（前年度 4,379百万円)

②新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究

近年の不動産投資市場の急速な拡大に伴い、市場の透明性を確保するイン

フラとして、投資不動産の鑑定評価の信頼性の確保が重要となっている。こ

のため、デューデリジェンスの適正の確保と収益還元法（ＤＣＦ法）の運用

の精緻化に関し、不動産鑑定士・不動産鑑定業者を指導監督するための技術

、 。的知見を蓄積し 必要に応じ鑑定評価基準に取り込むための調査研究を行う

○新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究

36百万円（前年度 34百万円)

全国における地価の推移
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③主要都市における高度利用地の地価分析調査

最近、一部の主要都市では地価の持ち直し傾向が見られ始めており、その

地価動向を将来にわたり見通すことが重要となっている。そのため、主要都

市の地価動向を先行的に表しやすい高度利用地等の土地について、価格を調

査し、四半期毎の地価動向を把握する。また、その情報を広く提供するとと

もに、その過程で得られた諸データを地価公示の価格判定や分析に用いる。

○主要都市における高度利用地の地価分析調査 71百万円（新規)

主要都市（県庁所在市、政令市）に おける将来の地価動向 を先行的に 示すような特定
の商業地及び住宅地を選定

○国
・土地政策に反映
・地価公示等の分析デー タ

等

○企業・研究機関等
・地価動向の把握
・都市間比較

等

○地方自治体
・地価の監視
○税務部局
・課税の適正化

主要都市における高度利用地の地価分析調査のフロー図

・鑑定評価額（１月１日時点）
・四半期変動率
・価格形成要因の変動状況

・取引事例
・賃料データ
・還元利回り 等

（公表の詳細について は今後検討）

活
用 活

用
活
用

【高層住 宅地】 【業務（一 般）高度 商業 地】 【複合高 度商 業地】

調
査
・
分
析
・

価
格
判
定
等

注：写真は「オフィスレン トデータ2006」三幸エス
テー ト株式会社「 Inc itation t o offic e」三鬼商事株

式会社よ り抜粋 ※写真はい ずれもイ メージ



３）土地に関する情報の整備・提供

土地取引の際に必要となる情報の提供

土地市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、全国の県庁所在

都市を中心に調査対象地域を拡大して取引価格等の調査を行い、物件が容易

に特定できないよう配慮して土地取引の際に必要となる取引価格情報等の提

供を行う。

○取引価格等土地情報の整備・提供の推進 418百万円（前年度 318百万円)

＊取引価格等土地情報の提供イメージ



（２）土地の適正な利用の推進

１）国土利用計画法の的確な運用

①土地利用の動向等に関する調査研究の推進

適正かつ合理的な土地利用の実現を図るため、土地利用の動向に関する調

査研究を行うとともに、新たな土地利用のあり方を検討しつつ、従来からの

土地利用基本計画に係る課題の検証と見直し手法の確立を図る。

○土地利用の動向に関する調査研究 34百万円（前年度 35百万円)

○成熟型社会に対応した土地利用の誘導手法のあり方に関する調査研究

20百万円（新規)

土地利用基本計画に係る課題の検証と見直し手法の確立

【 】 【 】 【 】具体的な検討の視点 計画に係る課題の検証 戦略的な土地利用の誘導手法の確立

②土地取引状況等に関する調査研究の推進

土地動向に適切に対応するため、土地取引状況を効率的に把握し、関連経

済指標との関連性等について総合的な検討を行う。

○土地取引状況の効率的な把握等に関する調査研究

78百万円（前年度 96百万円)

○経済指標等の総合検討による土地取引規制の効率的な発動の検討

11百万円（新規)

○ 新たな価値観に対応した土地利
用の実情把握

○ 広域レベルにおける土地利用上
の実情の把握

・ 都市部周辺における自然保護
・ 都市機能の集約化 など

・ 歴史的資産等の地域資源の保全（熊野
古道等）

○ 現在の土地利用基本計画の運
用に関する課題の抽出

○ 個別地域の課題に対応した土
地利用基本計画の見直しのケー
ススタディ

・ 土地利用基本計画策定・変更時にお
ける市町村の意見の事例調査 など

・ 隣接する都道府県間の調整 など

戦略的な土地利用を実現するた
めの土地利用の誘導手法の確立

・ 土地利用基本計画の活用手法
・ 複数の地方公共団体における土地
利用調整手法 など

適切な土地利用の実現

○ 新たな価値観に対応した土地利
用の実情把握

○ 広域レベルにおける土地利用上
の実情の把握

・ 都市部周辺における自然保護
・ 都市機能の集約化 など

・ 歴史的資産等の地域資源の保全（熊野
古道等）

○ 現在の土地利用基本計画の運
用に関する課題の抽出

○ 個別地域の課題に対応した土
地利用基本計画の見直しのケー
ススタディ

・ 土地利用基本計画策定・変更時にお
ける市町村の意見の事例調査 など

・ 隣接する都道府県間の調整 など

戦略的な土地利用を実現するた
めの土地利用の誘導手法の確立

・ 土地利用基本計画の活用手法
・ 複数の地方公共団体における土地
利用調整手法 など

適切な土地利用の実現

【事業の目的】
現在、国土形成計画の制定に併せて国土利用計画を改定することとなっている。一方で、国民のライフスタイルの多様化とともに行動

範囲も広域化している。
これらの動向を踏まえ、新たな土地利用のあり方を検討しつつ、従来からの土地利用基本計画に係る課題の検証と見直し手法の確

立を図る。



２）低・未利用地等の有効活用

①人口減少期における適切な土地利用の推進

地域コミュニティ等による適切なエリアマネジメントの方策や、低・未利

用地を含めた土地利用の実態把握・提供手法を検討するとともに、低・未利

用地の有効活用の促進に資する土地情報の提供、土地利用転換手法の検討等

を行う。

○人口減少期におけるエリアマネジメント促進事業

135百万円（前年度119百万円)

○低・未利用地活用推進事業 68百万円（前年度107百万円)

②都市農地を活用した良好なまちづくりの推進

農地の活用・保全も視野に入れた市街化区域内における農地と住宅地の調

和した良好なまちづくりを推進するため、農住組合制度の活用を推進すると

ともに、農地所有者と国、地方公共団体及び農協組織等との連携強化、都市

農地の有効活用手法の開発、関係者への情報提供のあり方等について検討を

行う。

○都市農地活用推進事業 50百万円（前年度84百万円)

都市計画区域

市街化区域

（事例）
地域：中心市街地
主体：ＮＰＯ法人
概要：地権者等から構

成されるN PO法
人による魅力ある
駅前空間の創出
と管理

【密集市街地】
・高齢化～空家化の進行
・接道しない敷地の空地化

【中心市街地】
・商店街で空き店舗発生
・虫食い的な空地発生

【郊外住宅地】
・古い集合住宅・戸建住宅の
空室・空屋化

・住民の高齢化

地域コミュニティ等による利用・管理の事例

（事例）
地域：密集市街地
主体：市民団体
概要：市民団体による空

き地の花壇利用と
管理

（事例）
地域：密集市街地
主体：地域住民
概要：生産緑地の市民

農園としての利用

（事例）
地域：郊外住宅地
主体：自治会
概要：コミュニティー活動

の拠点施設と隣接
するコモンスペー
スの維持・管理



 

 

   ３）宅地の量的供給施策からの転換 

 

人口減少社会が到来し、近い将来世帯数も減少に転じることが見込まれる

とともに、都心回帰の傾向が見られる中、今後郊外における新規宅地供給に

対する需要は減少していくことが予想される。 

その一方で、快適な居住環境を備えた郊外居住へのニーズも依然存在する

ことから、良好な環境の宅地ストックの活用に重点化を図った上で、引き続

き良好な市街地の形成を進める。 

 

 

 

 

住宅市街地総合整備事業のうち住宅市街地の基盤整備を行うものについて

重点化を図り、住環境の改善や街なか居住などに資する市街化区域内等にお

ける住宅宅地の供給を推進する。 

 

・新規採択の重点化 

  平成１８年度に引き続き、１９年度も住環境の改善や街なか居住など  

に資する市街化区域内等の団地に限定して新規採択を行う。 

 

・政策意義の高い団地への重点化 

  地区計画等で最低敷地面積が定められている団地、土地利用計画で緑  

被率が高い団地など、良好な宅地・住宅の供給のため、政策意義の高い  

団地に重点化する。 

 

○住宅市街地基盤整備事業   

     (事 業 費)    117,463 百万円（前年度 127,956 百万円)

(国      費)     57,541 百万円（前年度  60,946 百万円)

①住宅市街地基盤整備事業の推進 

 



 

 

 

 

②ニュータウン再生のための住宅市街地総合整備事業の拡充 

オールドタウン化問題を抱える大都市郊外の計画開発住宅市街地などの既

成の住宅市街地の再生を促進するため、近隣センター地区等の再生を機動的に

支援できるよう、住宅市街地総合整備事業における重点整備地区の要件を緩和

する。 
 

○住宅市街地総合整備事業

        (事 業 費)             112,946 百万円の内数

(国      費)              37,663 百万円の内数

                                   ※住宅局予算 

 

  〔イメージ〕 

高齢者支援センター
防災センターの整備

スロープの設置

公園の再整備

拠点開発区域

重点整備地区

整備地区

防災活動促進

歩道の再整備高齢者支援センター
防災センターの整備

スロープの設置

公園の再整備

拠点開発区域

重点整備地区

整備地区

防災活動促進

歩道の再整備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔緩和内容〕 

　【現行】要件（概要）

①重点整備地区の面積（Ａ）：概ね1ha以上等
②次の要件に適合すること
　a 三大都市圏等の都市地域 　ⅰ
　b 拠点的開発等実施面積（B）
　　原則　B≧1ha　かつ　B≧0.2A 　ⅱ
          下記のいずれかの要件を満たす場合
　　　　　イ．人口減少都心地域 　ⅲ
　　　　　ロ．大都市法の重点供給地域
　　　　　ハ．中心市街地基本計画区域
　　　　　ニ．緊急に改善すべき密集住宅市街地 　ⅳ 直近10年間で5%以上の人口減少
　　緩和　B≧0.5ha かつ　B≧0.1A

新住宅市街地開発事業又は一団地の住宅施設
事業等により整備されていること

①地区面積500ha以上かつまちびらきから30年
以上経過、又は②地区面積200ha以上かつまち
びらきから40年以上経過

　【改正案】「いずれかの要件」に下記ホを追加

　ホ．次の全てに該当する区域

道路、公園等の公共施設整備が既に十分に行
われている計画開発住宅市街地

   

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

③都市再生機構によるニュータウン整備事業（大都市圏） 

 

都市再生機構によるニュータウン整備事業については、事業計画等の見直

しを行いつつ、ニュータウン用地の計画的な供給・処分を実施する。また、

機構の行う面的整備事業に係る工事費等に対して都市開発資金による無利

子貸付を行い、良好な宅地供給を推進する。 

 

   ○都市再生機構事業資金融資       100 百万円（前年度 100 百万円)

 

     〔都市再生機構施行地区例（つくばエクスプレス沿線地区）〕 

 



（３）国土調査の推進

①都市再生に資する地籍整備の推進

都市中心部などで無計画に市街化が進んできたような地域では、境界確認資料の蓄

積が乏しいなどにより境界確認が困難となっており、潜在的に高度な土地利用が可能で

あるにもかかわらず、境界問題が大きな要因となって開発が停滞している。

このような地域のうち、密集市街地、中心市街地など国として重点的な対応を講ずる必

要のある地域において、地籍整備の前提となる街区外周の調査を行い、もって遅れてい

る都市部の地籍調査の進捗を図るとともに、都市部の土地活用を促進する。

○都市再生街区基本調査（土地活用促進調査） 4,000百万円（新規)

境界情報の未整備が
開発停滞の要因となり
潜在的な土地利用の
可能性が生かされず

境界情報の未整備が
開発停滞の要因となり
潜在的な土地利用の
可能性が生かされず

基本調査で設置
した基準点

基本調査で測量した
公図４隅の街区点

境界確認資料の蓄積が乏しいなど

境界確認が困難な地域では 境界の現地
での混乱

都市再生街区基本調査（土地活用促進調査）を実施

特に密集市街地や中心市街地など
国として重点的な対応を講ずる必要のある地域で

土地活用やまちづくりの構想を早期に具体化
していくためには、地籍整備の前提となる街区の

外周位置を速やかに把握することが必要

屈曲部分の街区点（街区外周の
官民境界点）■を調査・測量

調査成果を基に土地活用や
まちづくりの構想等を

策定・事業化

土地の有効
活用が促進

市町村による
地籍調査が

迅速化・円滑化

稠密な土地利用



②全国的な地籍調査の推進

土地の有効利用の基盤となる地籍調査について、引き続き積極的に推進す

る。

また、都市再生街区基本調査の成果を用いて既存の境界情報を活用し地籍

調査の円滑化を図る筆界情報収集調査を創設する。

○地籍調査費負担金 12,277百万円（前年度 13,574百万円)

進捗率・全国平均４７％
（平成17年度末現在）



③山村境界保全事業の推進

、 、 、地籍調査が遅れ 一方で地権者の高齢化や不在村化 森林の荒廃等により

基本的な現況の把握すら困難となってきている山村地域において、簡易な手

法により森林の概ねの境界を保全することにより、今後の地籍調査の円滑な

実施を図る。

○山村境界保全事業 126百万円(前年度 103百万円)

●現地関係者と調整の上、境界のおおよその位置を確認

山林の悪い公図の例

山村地域では、左図の
ような現地復元不能な
図が多数存在

山林には極めて悪い公図が存在

●高齢化及び森林の荒廃が進む山村において、土地境界の不明確化が進行

●林地の調査は４０％と立ち遅れている。（全国４７％・平成１７年度末）

山村における地籍調査の問題点

●地籍調査は相当な期間と費用を要するため、短期間での実施は困難

土地の境界に詳しい者が存在するうちに境界を保全する必要あり

●簡易な測量手法により、境界に座標値を与える（ＤＧＰＳ等を活用）
●森林組合等が管理する森林の図面に、座標値により境界の位置を示し、
森林境界の現況図を作成

さらに、

●土地境界の混乱、不明確化の
進行の防止

●森林組合等による的確な森林
整備の促進

●後続の地籍調査事業の円滑な
実施

事業効果

そこで、



④都市再生街区基本調査の成果活用の推進

都市再生街区基本調査の成果を着実に地籍の整備に結びつけていくため、

基本調査の成果を活用した効率的な地籍整備手法を検討するとともに、基本

調査の成果を整理・格納し、関係機関等に提供する仕組みを構築する。

○街区基本調査成果活用推進事業 139百万円（新規)

⑤土地状況変遷基礎調査の創設

近年、土地の自然条件を無視した開発等に起因する災害、建物被害が頻発

しており、このことを背景に、過去からの土地の変遷に関する情報の整備が

求められようになってきている。このため、これまでの土地分類調査のデー

タや過去の航空写真等を活用した土地状況変遷図等の作成手法等について検

討を行い、土地分類調査の見直しを進める。

○土地状況変遷基礎調査 20百万円（新規)

これまでの土地分類調査のデータや過去の航空写真等を活用した
土地状況変遷図等の作成手法等を検討

現在の地形図

1/2.5万地形図
（1965年）

航空写真
（1971年）

1/2.5万地形図
（1972年）



平成１９年度土地対策関係予算総括表

（単位：百万円）

１９年度 前年度 比較増△減 倍 率
区 分 備 考

(Ｂ） (Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）(Ａ)

１．土地市場の条件整備 5,524 5,496 28 1.01

１）総合的な土地政策の推 287 310 △23 0.93 地方都市における不動産証券化市場活性化モデ
進 ル事業（新規） 125百万円

土地市場の変化を踏まえた土地政策実現のため
の経費 122百万円

２）不動産鑑定評価の充実 4,480 4,608 △128 0.97 地価公示 4,247百万円

新たな鑑定評価分野における技術基準の策定の
ための研究 36百万円

主要都市における高度利用地の地価分析調査
(新規) 71百万円

３）土地に関する情報の整 757 578 179 1.31 取引価格等土地情報の整備・提供の推進
備・提供 418百万円

２．土地の適正な利用の推進 58,118 61,609 △3,491 0.94

１）国土利用計画法の的確 225 253 △28 0.89 土地利用の動向に関する調査研究 34百万円
な運用

成熟化社会に対応した土地利用の誘導手法のあ
り方に関する調査研究（新規） 20百万円

土地取引状況の効率的な把握等に関する調査研
究 78百万円

経済指標等の総合検討による土地取引規制の効
率的な発動の検討（新規） 11百万円

２）低・未利用地等の有効 253 310 △58 0.81 人口減少期におけるエリアマネジメント促進事
活用 業 135百万円

低・未利用地活用推進事業 68百万円

都市農地活用推進事業 50百万円

３）宅地の量的供給施策か 57,641 61,046 △3,405 0.94 住宅市街地基盤整備事業 57,541百万円
らの転換

都市再生機構事業資金融資 100百万円

３．国土調査の推進 17,756 24,803 △7,048 0.72 都市再生街区基本調査（土地活用促進調査）
（新規） 4,000百万円

地籍調査費負担金 12,277百万円

山村境界保全事業 126百万円

街区基本調査成果活用推進事業（新規）
139百万円

土地状況変遷基礎調査（新規） 20百万円

４．その他 145 140 5 1.04

合 計 81,542 92,048 △10,506 0.89

（注１）四捨五入の関係で、合計、比較増△減等は必ずしも一致しない。
（注２）上記の予算は 「住環境、都市生活の質の向上 （国土交通省の「成果目標４ 、及び「公正で競争的な市場環境の整備」、 」 」）

（同「成果目標２４ ）に関係するものである。」



２．安全･安心な水資源確保を図る総合的水資源政策の推進

（１）安定的な水利用の確保に向けた施策の推進

① 水資源開発基本計画（フルプラン）の着実な推進

水利用の安定性の確保、施設の計画的な更新・改築、新たなニーズへの対応等

の観点からフルプランを策定し、それに位置付けられた水資源開発施設の建設や

既存施設の有効活用等の多様な施策により、水資源の総合的な開発及び利用の合

理化を促進する。

○水資源開発基本計画調査費 83百万円(前年度 85百万円)

② 独立行政法人水資源機構事業の推進

徳山ダム建設事業(木曽川水系)等８事業のダム等建設事業及び豊川用水二期事

業（豊川水系)等５事業の用水路等建設事業を推進するとともに、管理業務等を

実施する。

○独立行政法人水資源機構事業 国費 47,302百万円(前年度 48,902百万円)（ ）



（２）水資源政策の新たな対応
１）安全・安心な水資源の確保

① 気候変動等、水資源供給の安定性低下に対処する施策の推進

地球温暖化等の気候変動が日本の水資源に与える影響を評価するため、我が国

の代表的な河川において気候予測値を流出モデルに適用することにより、将来に

おける河川流況等の変動を検討する。また、水資源供給の安定性低下に対処する

ため、代表的な河川について利水安全度の評価手法や情報提供方法等の検討を行

う。

（ ）○地球環境変動が水資源に与える影響評価調査 25百万円 前年度 25百万円

渇水の危険性増大気候変動
・年降水量の低下、変動幅の増加

・降雪量の減少、融雪時期の早期化

気候変動によ
る水資源への
影響評価

利水安全度の
評価、情報提
供の充実

気候変動・水資源供給の安定性
低下に対処する施策の推進

渇水の危険性増大気候変動
・年降水量の低下、変動幅の増加

・降雪量の減少、融雪時期の早期化

気候変動によ
る水資源への
影響評価

利水安全度の
評価、情報提
供の充実

気候変動・水資源供給の安定性
低下に対処する施策の推進



水需給の安定性確保のための施策の推進②

全国的な水需給バランスはこれまでの水資源開発施設の建設などにより逼迫し

た状況は脱しつつあるが、災害時における非常用水源や環境用水などの新たな社

会的ニーズが高まる一方、気候変動に伴い利水安全度は低下している。これによ

り、ダムなどの水資源開発施設の建設のみに頼ることなく、将来の水利用の安定

性を確保するため、社会全体として水を有効活用する水マネージメント手法を検

討する。

○水需給の安定性確保のための検討に要する経費 18百万円（前年度 18百万円）

【水供給】
○供給能力の低下
・近年の少雨化傾向
・降水量の変動幅の拡大

○新規のダム等の建設は困難

【水需給の安定性確保】
○新規ダム等の建設のみに頼ることなく
将来の水利用の安定性を確保

○多角的な視野から
最適な水マネージ
メント手法を検討

・既存施設の有効利用
・水融通、調整

【水需要】
○新たな社会的ニーズ
・震災時等の非常用水源の確保
・環境に係る水源の確保

○渇水に強い地域づくり



③ 安全・安心な地下水の保全・利用に向けた取組みの推進

濃尾平野、筑後・佐賀平野及び関東平野北部について、地盤沈下防止等対策要

綱に基づき、現況把握、調査・解析等の諸施策の積極的推進を図る。特に、平成

16年度に目標年度を迎え、検証・検討を行った要綱地域について、その評価及び

今後の対策方針に基づき、引き続き渇水時等の地盤沈下防止等対策の具体的な取

組み、手法について検討する。

また、地下水は水循環系の中で目に見えないことから、表流水に比べて扱い方

が難しく、地域ごとに地下水の賦存量が異なるとともに、一度汚染されると回復

に長時間を要する。このため、水循環系における地下水メカニズムを調査・検討

し、科学的に地下水利用量の限界性を明らかにするなど安全・安心な地下水の保

全・利用のあり方を検討する。さらに、大規模地震災害時に身近な水源である地

下水を有効活用するため、水需要の特性に応じた地域ごとの地下水利用方策を検

討する。

○地下水対策及び地下水保全管理調査等に要する経費

うち、水資源部分 45百万円（前年度 46百万円）

地 下 水 の 特 性
（簡 易 性 ・経 済 性 ・
良 質 な 水 質 ・恒 温
性 ）

高 度 成 長 期 に お け る 大 量 利 用

地 盤 沈 下 ・塩 水 化 等 の 地 下 水 障 害 の 発 生

こ れ ま で の 取 り 組 み

工 業 用 水 法 （S 3 1 ） 、 ビ ル 用 水 法 （S 3 7 ） 、 地 盤
沈 下 防 止 等 対 策 要 綱 （S 6 0 ） 、 地 方 公 共 団 体 の

条 例 に よ る 揚 水 規 制 等

広 域 的 な 地 盤 沈 下 は 沈 静 化 傾 向 に あ る も の の 、 依 然 、 渇 水
時 の 急 激 な 利 用 増 加 に よ る 地 盤 沈 下 等 の 問 題 が あ り 、 今 後
と も 要 綱 等 に 基 づ く地 盤 沈 下 対 策 を 推 進

震 災 時 の 危 機 管 理 対 応

・震 災 時 に お け る 地 下
水 の 利 用 方 法 、地 域 の
防 災 計 画 へ 反 映

地 下 水 障 害 へ の 対 応

・地 下 水 位 上 昇 に よ る 建
築 物 へ の 影 響 等 、新 た な
地 下 水 障 害 へ の 対 応

地 下 水 質 確 保 、保 全 へ の 対 応

・近 年 、重 金 属 、硝 酸 性 及 び
亜 硝 酸 性 窒 素 に よ る 地 下 水 汚
染 が 懸 念

・お い し い 水 へ の 需 要 増 に よ
る ﾎ ﾞﾄ ﾙ ﾄ ﾞｳ ｫ ｰ ﾀ ｰ市 場 等 が 拡 大

・地 下 水 の 計 画 的 な 保 全 と 利 用
・地 下 水 利 用 秩 序 の 確 立

総 合 的 な 地 下 水 資 源
マ ネ ジ メ ン トの 推 進

安 全 ・安 心 な ま ち づ く り の 推 進

こ れ か ら の 新 た な 取 り 組 み

課 題

健 全 な 水 循 環 系 の 構 築 に
お け る 地 下 水 の 位 置 付 け



２）世界的な水資源問題への対応

① 世界的な水資源問題を踏まえた我が国の対応に関する施策の推進

我が国で開催された第３回世界水フォーラム（2003年3月）以降、国連「水に

」（ ）、 （ 、関する行動の10年 2005～2015 国連持続可能な開発会議 CSD)等が開催され

これらの会議では、2015年のミレニアム開発目標達成に向け、その実践とモニタ

リングが重視されている。このような状況から、引き続き、国際的な水問題に関

して我が国のおかれている状況を分析・把握し、国内関係部局との連携を図りな

がら、国際的な水問題の解決に向けた取組みに積極的に参画することが重要であ

る。併せて、各国水資源政策担当部局との国際交流を推進し、相互協力を通じた

我が国の諸施策への適用可能性等の検討も不可欠である。

、 、このような動きの一環として アジア・太平洋地域の水問題の解決のためには

地域間協力の強化が重要との観点から、2007年12月に大分県で第１回アジア・太

平洋水サミット開催が予定されている。このため、平成１９年度は特に、国内の

関係行政機関等と連携を図りながら第１回アジア・太平洋水サミット開催に必要

な協力を行うため、アジア・太平洋地域における水問題の解決に向けた国際的取

組みに対する我が国の戦略について、多角的な視野から検討を行う。

○世界的水資源問題を踏まえた我が国の対応方策検討に要する経費

49百万円(前年度 45百万円)
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（３）健全な水循環系の構築に向けた施策の推進

① 流域における水循環系の健全化に向けた総合的取組みの推進

「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」 を活用して、流域におけ注

る健全な水循環系構築に向けた諸施策の重点化・効率化を推進するため、各流域

における改善目標を定量化するなど、施策の有効性や効果を評価する手法を検討

し 「流域における水循環健全化計画（仮称 」策定に向けた取組み等を行う。、 ）

○広域的な水循環健全化推進調査 35百万円(前年度 39百万円)

注： 健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」「

各地域における水循環系の健全化に向けた取組みを推進するための基本的な考え方

や課題に対する方策等を平成15年10月に関係省庁により取りまとめたもの。

【健全な水循環系のイメージ】



② 水の有効利用の推進

水の合理的な利用及び節水型社会の構築を促進、支援することを目的として、

雑用水利用の堅実な普及、長期的な継続利用を図る。そのため、雑用水利用施設

の更新性、維持管理に着目した基礎調査、支援策の検討を引き続き実施するとと

もに、施設の普及による節水効果について、その限界性、課題及び解決策を検討

する。

○水資源の有効利用等の推進に関する調査 12百万円（前年度 13百万円)

財政投融資】【

○日本政策投資銀行融資 エコビル整備事業

環境・エネルギー・防災・福祉対策枠の内数

水の週間行事等の実施等③

水資源の有限性、水の貴重さ及び水資源開発の重要性について国民の関心を高

め、理解を深めるため、引き続き「水の日」及び「水の週間」等の関連行事等を

実施するとともに、水資源に関するシンポジウムを開催し普及啓発を推進する。

○水の週間等行事費 11百万円(前年度 11百万円)



（４）水源地域の保全・活性化の推進

① 上下流一体化による水源地域の保全・活性化

上下流一体となった潤いと活力のある水源地域の実現を目指し、水源地域とダ
ムの恩恵を受ける下流地域との一体的な流域連携の促進による水源地域の保全・
活性化方策や、これ について調に資するNPO法人等の多様な活動主体への支援策
査・検討を行うとともに、既存のソフト・ハード施策の総合的かつ重点的な投入
による総合モデル事業を実施する。

○水源地域振興対策調査 21百万円(前年度 22百万円)

上下流一体化による水源地域活性化促進調査

○流域連携推進総合モデル事業 95百万円の内数(継続)

② 水源地域対策特別措置法の適切な運用

水源地域の生活環境及び産業基盤等を整備し、関係住民の生活の安定と福祉の
向上を図るため、水源地域対策特別措置法に基づくダム等の指定、水源地域整備
計画の決定、整備事業の円滑な推進等、同法の適切な運用を図る。

○水源地域整備計画策定費 11百万円(前年度 12百万円)



平成１９年度水資源対策関係予算総括表

（単位：百万円）

１９ 年 度 前 年 度 比較増△減 倍 率
区 分 備 考

(A) (B) (A－B) (A／B)

１．安定的な水利用の確保に 47,385 48,987 △ 1,602 0.97
向けた施策の推進

47,302 48,902 △ 1,600 0.97うち、
独立行政法人水資源機構分

地球環境変動が水資源に与える影２．水資源政策の新たな対応 185 187 △ 2 0.99
響評価調査

（拡充） 25百万円

地下水対策及び地下水保全管理調

査等に要する経費

（拡充） 45百万円

世界的水資源問題を踏まえた我が

国の対応方策検討調査

（拡充） 49百万円

３．健全な水循環系の構築に 73 77 △ 4 0.95
向けた施策の推進

４．水源地域の保全・活性化
の推進 95 100 △ 5 0.95

合 計 47,738 49,352 △ 1,614 0.97

(注１) 四捨五入の関係で、合計、比較増△減等は必ずしも一致しない。
(注２) 上記の予算は 「良質で安全な水の安定した利用の確保 （国土交通省の「成果目標６ 「良好な自然環境、 」 」）、

の保全・再生・創出 （ 同「成果目標１４ 「良好な水環境への改善 （ 同「成果目標１５ ）及び「地」 」）、 」 」
域間交流・観光交流等内外交流の推進 （ 同「成果目標２２ ）に関係するものである。」 」

平成１９年度水資源対策関係財政投融資計画等総括表
（単位：百万円）

１９ 年 度 前 年 度 比較増△減 倍 率
区 分 備 考

(A) (B) (A－B) (A／B)

１.財政投融資
独立行政法人水資源機構 22,300 15,000 7,300 1.49

２.日本政策投資銀行融資 政策金利Ⅰ環境・エネル 環境・エネル

ギー・防災・ ギー・防災・エコビル整備事業
福祉対策枠 福祉対策枠

[300,000]の [296,500]の

内数 内数



（この冊子は再生紙を使用しています ）。
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